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国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）

介護保険事業特別会計補正予算（第４号）
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【一般会計補正予算（第９号）】

1 2 総務費 総務管理費
地区市民センター
費

消防庁舎等再編整備事業費
（大山田地区市民センター
施設整備費）

81,454 6,273 87,727

2
まちづくり拠点施
設費

消防庁舎等再編整備事業費
（大山田まちづくり拠点施
設施設整備費）

248,856 ▲ 3,513 245,343

3 諸費 国県支出金等返還金 0 8,304 8,304

4 152,885 137,255 290,140

5 0 30,155 30,155

6 0 11,070 11,070

7 0 1,619 1,619

連
番

款 項 目 事業名 補正前額 補正額 計
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(単位:千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

4,100 2,173

【大山田地区市民センター施設整備費】
消防庁舎等再編整備事業費において、実施設計の進捗に
より、各事業ごとの按分率が変更になったため、補正す
る。
期間：令和４年度～令和６年度

地域コミュニ
ティ課

▲ 5,100 1,587

【大山田まちづくり拠点施設施設整備費】
消防庁舎等再編整備事業費において、実施設計の進捗に
より、各事業ごとの按分率が変更になったため、補正す
る。
期間：令和４年度～令和６年度

地域コミュニ
ティ課

8,304
過年度に交付された補助金の精算返還金
・マイナンバーカード交付事務費補助金（8,304千円）

戸籍・住民登
録課

137,255

過年度に交付された負担金・補助金の精算返還金
・新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付
金（新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支
給事業）（事業費分）（300千円）
・生活扶助費等国庫負担金（107,882千円）
・医療扶助費等国庫負担金（27,783千円）
・生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金（551千
円）
・生活困窮者就労準備支援事業費等国庫補助金（生活保
護適正化事業分）（113千円）
・社会保障・税番号制度システム整備費等補助金（医療
扶助のオンライン資格確認導入事業）（626千円）

福祉総務課

30,155

過年度に交付された負担金・補助金の精算返還金
・障害者医療国庫負担金（18,159千円）
・地域生活支援事業費保補助金（266千円）
・重層的支援体制事業費補助金（4,203千円）
・自立支援給付費県負担金（5,294千円）
・地域生活支援事業費県補助金（132千円）
・重層的支援体制事業費県補助金（2,101千円）

障害福祉課

11,070
過年度に交付された補助金の精算返還金
・高齢者地域福祉推進事業費補助金（41千円）
・重層的支援体制整備事業費補助金（11,029千円）

介護高齢課

1,619
過年度に交付された補助金の精算返還金
・感染症予防事業費等国庫補助金（1,619千円）

保健医療課

補正額の財源内訳
補正額の事業内容 担当課
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連
番

款 項 目 事業名 補正前額 補正額 計

8 2 総務費 総務管理費 諸費 国県支出金等返還金 184,781 295,462 480,243

9 0 194,243 194,243

10 0 978 978

11
戸籍住民基本台
帳費

戸籍住民基本台帳
費

総合住民情報システム事業
費

45,846 15,653 61,499
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国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正額の財源内訳
補正額の事業内容 担当課

295,462

過年度に交付された負担金・補助金の精算返還金
・新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金
（80,949千円）
・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫
補助金（214,513千円）

コロナワクチ
ン接種課

194,243

過年度に交付された負担金・補助金の精算返還金
児童手当交付金（42,367千円）
児童手当県負担金（5千円）
児童扶養手当交付金（653千円）
低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給
付金給付事業（ひとり親）補助金（2,548千円）
低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給
付金給付事業（その他）補助金（19,359千円）
子ども・子育て支援交付金（13,068千円）
地域子ども・子育て支援事業費補助金（13,068千円）
重層的支援体制整備事業交付金（子ども・子育て支援対
策費）（550千円）
児童入所施設措置費等負担金（8,329千円）
子どものための教育・保育給付交付金国庫交付金
（46,767千円）
子育てのための施設等利用給付国庫交付金（5,138千
円）
保育対策総合支援事業費補助金（保育環境改善等事業
感染症対策支援事業）（1,083千円）
保育対策総合支援事業費補助金（保育環境改善等事業
保育環境向上等事業）（1,491千円）
保育対策総合支援事業費補助金（保育体制強化事業費）
（5,030千円）
子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費国庫補助金
（58千円）
保育所等整備交付金（277千円）
認定こども園施設整備交付金（36千円）
保育士等処遇改善臨時特例交付金（10,030千円）
施設型給付費・地域型保育給付費県費負担金（19,929千
円）
施設型給付費・地域型保育給付費補助金（1,888千円）
子育てのための施設等利用給付県費負担金（2,569千
円）

子ども未来課

978

過年度に交付された補助金の精算返還金
・地域生活支援事業費補助金（190千円）
・母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金（110千
円）
・母子保健衛生費国庫補助金（678千円）

子ども総合セ
ンター

14,088 1,565

令和５年６月２日に戸籍法の一部改正が成立し、戸籍に
氏名の振り仮名を記載することが決定した。国が示した
スケジュールに沿って、改正戸籍法の施行に対応するた
め、住基システム、戸籍システム及びコンビニ交付シス
テムの改修費用を計上する。

※繰越明許費設定

戸籍・住民登
録課
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連
番

款 項 目 事業名 補正前額 補正額 計

12 4 衛生費 保健衛生費 予防費
成人帯状疱疹予防接種助成
事業費

5,413 3,220 8,633

13 清掃費 塵芥処理費
埋立最終処分場環境整備事
業費

145,929 27,870 173,799

14 6 農林水産業費 農林水産業費 農林水産業振興費
担い手育成・確保等対策事
業費

3,000 30,000 33,000

15 8 土木費 道路橋りょう費 道路新設改良費 道路ストック対策事業費 37,500 40,000 77,500

16 道路防災対策事業費 218,000 26,000 244,000

17 橋りょう維持費 橋梁長寿命化対策事業費 190,000 24,388 214,388

18 都市計画費 街路事業費 桑名北部東員線等 23,200 51,000 74,200
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国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正額の財源内訳
補正額の事業内容 担当課

3,220
帯状疱疹ワクチンの接種希望者が、当初予算の見込み数
よりも多いことから、帯状疱疹予防接種費用助成金につ
いて増額する。

保健医療課

27,870
昨今の物価高による建築資材の高騰及び当初の設計に変
更が生じたことから、工事請負費を増額する。

環境対策課

30,000

スマート農業による革新的な技術の導入や経営面積の拡
大等による付加価値額の拡大等による主体的な経営発展
を支援するため、融資を受けて農業用機械・施設の導入
を行う先進的な農業経営の確立に取り組む地域の担い手
に補助を行う。

補助率１/２（補助上限額　個人15,000千円　法人
30,000千円）

※繰越明許費設定

農林水産課

19,000 14,000 7,000

令和５年12月の国補正予算における配当を予定してお
り、事業進捗を図る。

※繰越明許費設定

土木課

25,000 1,000

大字西別所地区において、降雨による水路の越水及び道
路冠水が発生しており、災害発生予防及び災害拡大防止
対策にかかる費用を計上する。

※繰越明許費設定

土木課

12,588 12,400 ▲ 600
令和５年12月の国補正予算における配当を予定してお
り、事業進捗を図る。

※繰越明許費設定

土木課

25,000 25,000 1,000

令和５年12月の国補正予算による配当を予定しており、
事業進捗を図る。

※その他財源：ふるさと応援基金繰入金
※繰越明許費設定

土木課
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連
番

款 項 目 事業名 補正前額 補正額 計

19 9 消防費 消防費 常備消防費 車両購入費 40,663 22,140 62,803

20
消防庁舎等再編整備事業費
（消防本部施設整備費）

518,145 2,496 520,641

21
消防庁舎等再編整備事業費
（大山田分署施設整備費）

224,680 8,199 232,879

22
消防庁舎等再編整備事業費
（大山田分署感染症対策施
設整備費）

74,116 1,435 75,551

23 非常備消防費
消防庁舎等再編整備事業費
（消防団施設整備費）

19,367 27 19,394

24 10 教育費 小学校費 学校管理費 施設維持補修費 68,035 6,281 74,316

25 空調設備整備事業費 3,636 17,824 21,460

26 中学校費 学校管理費 施設改修事業費 16,052 50,509 66,561
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国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正額の財源内訳
補正額の事業内容 担当課

6,600 10,740 4,800

消防力の低下を防ぐため、物損事故により運用不能と
なった、高規格救急自動車1台の更新に要する費用を計
上する。

※その他財源：全国市有物件災害共済共済金
※繰越明許費設定

消防本部総務
課

▲ 5,900 8,396

【消防本部施設整備費】
消防庁舎等再編整備事業費において、実施設計の進捗に
より、各事業ごとの按分率が変更になったため、補正す
る。
期間：令和４年度～令和６年度

消防本部総務
課

4,000 4,199

【大山田分署施設整備費】
消防庁舎等再編整備事業費において、実施設計の進捗に
より、各事業ごとの按分率が変更になったため、補正す
る。
期間：令和４年度～令和６年度

消防本部総務
課

100 1,335

【大山田分署感染症対策施設整備費】
消防庁舎等再編整備事業費において、実施設計の進捗に
より、各事業ごとの按分率が変更になったため、補正す
る。
期間：令和４年度～令和６年度

消防本部総務
課

▲ 200 227

【消防団施設整備費】
消防庁舎等再編整備事業費において、実施設計の進捗に
より、各事業ごとの按分率が変更になったため、補正す
る。
期間：令和４年度～令和６年度

消防本部総務
課

6,281
益世小、城南小学校空調設備の故障による更新改修及び
長島北部小学校揚水ポンプの更新改修に要する費用を計
上する。

教育総務課

17,824

令和６年度にクラス増が見込まれる小学校への空調設置
に要する費用を計上する。
・在良小学校　空調２基　6,548千円
・伊曽島小学校　空調１基　3,293千円
・益世小学校　空調１基　3,704千円
・大成小学校　空調１基　4,279千円

※繰越明許費設定

教育総務課

12,585 10,800 27,124
改正バリアフリー法に基づいた施設整備を行うため、段
差解消、多機能トイレ整備、エレベーターの設置に要す
る費用を計上する。

教育総務課
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連
番

款 項 目 事業名 補正前額 補正額 計

27 10 教育費 中学校費 学校管理費 空調設備整備事業費 9,638 4,762 14,400

28 社会教育費 社会教育施設費
コミュニティプラザ施設維
持補修費

0 17,740 17,740

【国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）】

29 7 諸支出金
償還金及び還付
加算金

償還金 償還金 100 77,996 78,096

【介護保険事業特別会計補正予算（第４号）】

30 6 諸支出金
償還金及び還付
加算金

償還金 償還金 18,000 159,307 177,307

補正前額 補正額 計

連
番

款 項 目 事業名

連
番

款 項 目 事業名

補正前額 補正額 計
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国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正額の財源内訳
補正額の事業内容 担当課

4,762

普通教室１教室への空調設置に要する費用を計上する。
・陽和中学校　空調１基　4,762千円

※繰越明許費設定

教育総務課

17,740

今夏の台風・大雨により、ホール及びロビーにおいて、
広範囲にわたり雨漏りが発生し、同時期にこれまで未改
修の空調が故障したため、これらの改修工事に要する費
用を計上する。

※繰越明許費設定

生涯学習・ス
ポーツ課

(単位:千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

78,096 ▲ 100

過年度に交付された負担金・補助金の精算返還金
普通交付金
・国民健康保険給付費等（75,743千円）
特別交付金
・保険者努力支援交付金(事業費分)（668千円）
・特別調整交付金(保健事業を除く)（211千円）
・社会保障・税番号制度システム整備費補助金（54千
円）
令和３年度以前に交付された負担金・補助金の精算返還
金
特別交付金
・令和３年度特別調整交付金(保健事業を除く)（16千
円）
・令和元年度特別調整交付金(保健事業を除く)（1,360
千円）
・平成30年度特別調整交付金(保健事業を除く)（44千
円）
その他財源：前年度繰越金

保健医療課

(単位:千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

159,307

過年度に交付された負担金・補助金の精算返還金
・介護給付費国負担金（111,851千円）
・介護給付費県負担金（43,953千円）
・介護給付費財政調整交付金再確定に伴う返還金（3千
円）
・地域支援事業費国負担金（6,446千円）
・地域支援事業費県負担金（3,764千円）

予算残額：6,710千円のため、不足額（159,307千円）を
補正する。

※その他財源：前年度繰越金

介護高齢課

担当課補正額の事業内容
補正額の財源内訳

担当課
補正額の財源内訳

補正額の事業内容

10


